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要旨 

研究目的 

近年の各国の実証研究では、中小企業の従業員が独立起業を選択する傾向は、大

企業の従業員のものと比べて顕著に強い事が明らかにされている。この現象の理由を説明

する事は起業支援政策の設計にとって有益であるのみならず、経済において既存の中小企

業が果たしている役割に関してのより良い知見を得るためにも重要であると考えられる。

加えて、この現象の理由の検証は独立起業を試みようとする企業従業員の実態を明らかに

することによって、中小企業経営者にとっても重要なインプリケーションをもたらす可能

性がある。本稿では日本の起業志望者から収集された調査データを使用し、企業規模と従

業員の起業理由の関係を検証する。 

 

既存研究との関係 

日本のデータを使用した実証分析からも、多くの他の国々での結果と同様に、小

規模の企業に勤務する雇用者の間で、それらの企業が雇用全体に占める割合に見合わない

程多くの起業者への移行が見られる事が明らかになっている（八幡, 1998年）。先行研究

を整理すると、中小企業従業員が独立起業を選択する傾向が強い事への説明として、これ

まで主に 3つの仮説が主張されてきた。第１の仮説は、職場における自律性を重視する
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人々が中小企業で働く事を選択する事が多い一方、同時にこのような人々が起業する傾向

も強いという自己選択仮説である。第 2 の仮説は中小企業における勤務経験が従業員の積

極的な起業意欲と事業機会を追求する能力を高めるというものである（伝播仮説）。最後

の仮説は、中小企業従業員の間では、彼らが直面しているキャリア問題の解決策として起

業が選択される事が多いというものである（移動ブロック仮説）。デンマークの労働市場

データベースを用いた Sørensen (2007)の結果は、伝播仮説を支持する一方、英国の労働市

場データベースを用いた Parker (2009)の結果は自己選択仮説に支持を与え、実証分析の間

で広範な合意は形成されていない。 

 

研究方法と結果 

調査データには勤務先、職業や個人の属性だけでなく、詳細な起業理由に関する

情報が含まれている。分析ではまず主成分分析によって起業理由から 4 つの因子を特定し

た。その 4つとは、自己実現の欲求、働き方の柔軟性、キャリア問題、生活上の理由であ

り、これら 4 つの因子で 70 パーセントの分散を説明している。起業動機を表す各因子の

得点と勤務先企業の規模の関係を多変量回帰分析によって検証したところ、キャリア問題

については、中小企業に勤務する起業志望者の得点が大企業に勤務する者のものと比べて

有意に高い傾向が見られる一方、他の 3 つの因子については、中小企業と大企業に勤務す

る起業志望者の間で有意な違いは発見されなかった。またキャリア問題の得点が中小企業

に勤務する起業志望者の間で高くなる現象は、中間管理職の地位にある者の間で特に顕著

である事も明らかとなった。 

 

結論 

このような結果から、中小企業に勤務する起業志望者の間では、大企業に勤務す

る者と比べ、キャリア問題を解決するという動機が強い事が示された。この結果は中小企

業における就業経験が起業意欲を積極的に高めるという形での中小企業の経済に対する貢

献は確認されなかったことを示す。具体的な政策的含意の一つとして、例えば教育機関や
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非営利団体が学生に対して中小企業での就業体験を提供する起業インターンシップ・プロ

グラムの実施においては、インターンシップ受入企業の選定には慎重性が必要である事が

示唆される。 
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